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( 配付資料 ) 

資料 1  医療を担う人材の 確保と資質の 向上及びへき 地医療提供体制の 確保 

について 

資料 2  人員配置標準の 在り方について 

( 参考資料 ) 

参考資料工 資料 1 関連資料 

参考資料 2  行政処分を受けた 医師に対する 再教育について 報告書 

( 平成 1 7 年 4 月 ) 

参考資料 3  生活習慣病対策の 総合的な推進 ( 平成 17 年 4 月 21 日 厚生科学 

審議会地域保健健康増進栄養部会資料 ) 



資 半井 
「 

医療を担 う 人材の確保と 資質の向上 
及びへき地医療提供体制の 確保について 

0 医療を担 う 人材の確保と 資質の向上について 

0 へき地医療提供体制の 確保について 



医師の需給について 

「． 背景 

「医師の需給に 関する検討会」報告書 ( 平成王 0 年 5 月 1 5 日 ) において、 

現在の医師数は 全体としては 過剰な状況に 至っていないものの、 将来的には 

供給医師 数 が必要医師数を 上回るとされている。 しかしながら、 昨今、 特定 

の分野 ( 特定の地域、 特定の診療科、 特定の時間帯 ) における医師の 不足感 

が強い。 そのため、 「へき地を含れ 地域における 医師の確保等の 促進につい 

て 」 ( 平成 1 6 年 2 月 2 6 日、 地域医療に関する 関係省庁連絡会議 ) におい 

て 、 「医師の養成・ 就業の実態、 地域や診療科による 偏在等を総合的に 勘案 

し 、 平成 1 7 年度中を目途に 医師の需給見通しの 見直しを行 う 。 」 と定め、 

平成丁 7 年 2 月 2 5 日より、 「医師の需給に 関する検討会」を 開催している。 

2. これまでの議題等 

第 1 回検討会 ( 平成 1 7 年 2 月 2 5 日 ) 

主な議題 : 医師の需給に 関する検討会の 検討事項 

これまでの経緯 

第 2 回検討会 (3 月 1 1 日 ) 

主な議題 : 平成Ⅰ 6 年度厚生労働科学特別研究事業「医師 

需給と医学教育に 関する研究」について 長谷川 

委員よりこれまでの 研究成果を発表 

第 3 回検討会 (4 月 6 日 ) 

主な議題     関係者からのヒアリンバ ( 日本小児科学会、 日 

本産科婦人科学会、 日本麻酔科学会、 日本救急 

医学会 ) 

第 4 回検討会 (4 月 2 5 日 ) 

主な議題 : 医師の店日直勤務と 労働基準法 

中間報告書骨子案 

3. 今後の予定 

平成 1 7 年度中を目途に 報告書を公表 
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医師の需給に 関するこれまでの 経緯 

日柄口 4  5  年 

日召下口 4 8 年～ 

昭和 5 8 年 

日新口 6 1 年 

平成 5 年 

平成 6 年 

平成 9 年 

平成 1 0 年 

「最小限必要な 医師数を人口上 0 万 対 1 5 0 人とし、 これを昭 

和 6 0 年を目途に充たそうとすれ ば 、 当面ここ 4 ～ 5 年のう 

ちに医科大学の " 学 定員を 1, 7 0 0 人程度増加させ、 約 6, 

0 0 0 人に引き上げる 必要があ る。 」との見解が 明らかにされ 

た   

「 無 医大泉解消構想」いわゆる「一県 一 医科大学」設置を 推進。 

「人口 1 0 万 対 1 5 0 人」の目標医師数の 達成。 

「将来の医師需給に 関する検討委員会最終意見」において「当 

面昭和 7 0 年 ( 平成 7) 年を目途として 医師の新規参入を 最 

小根 1 0% 程度削減する 必要があ る。 」との見解が 示された。 

医学部入学定員が 7, 7 2 5 人となった。 ( 昭和 5 9 年からの 

削減率 7. 7%) 

「医師需給の 見直し等に関する 検討委員会意見」において「 昭 

和 6 i 年に佐々木委員会が 最終意見で要望し、 大学関係者も 

昭和 6 2 年に合意した、 医学部の入学定員の 1 0% 削減が達 

成 できるよ う 、 公立大学医学部をはじめ 大学関係者の 最大限 

の 努力を要望する。 」 との見解が示された。 

「医療提供体制について、 大学医学部の 整理・合理化も 視野に 

入れっ っ、 引き続き、 医学部定員の 削減に取 り 組む。 」旨が 閣 

議決定された。 

医学部入学定員、 、 7, 7 0 5 人 ( 昭和 6 1 午からの削減率 7   

8%) 
「医師の需給に 関する検討会報告書」において「新規参入医師 

の削減を進めることを 提言する。 」との見解が 示された。 
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S 検討すべき課題とその 解決方 嵐 こついて 

解消等について 
め 医師不足地域への 医師誘導 案に ついて、 外国の事例が 参考になるのでは 

ないか。 

㊨ 医療施設集約や 医療提供体制の 効率化を図るべきではないか。 

㊧ 医師の分布に 関して規制等の 関与が必要ではないか。 

轄 これらの問題に 関してぼ、 医療計画制度の 活用により、 あ る程度ぬ革 ; 失 され 

るのではないか。 

(2) 診療科偏在 解消等について 
%  分野別 E 師 数について、 学会がその役割を 果たすべきではないか。 

9  適正な専門医数を 念頭に置きながら 議論する必要があ るのではないか。 

亀 専門医の数だけを 議論するだけでなく、 地域別に均衡に 配置することも 併 

せて考えるべきではないか。 
8  これらの問題に 関してぼ、 診療報酬 や 、 政策的な手当を 施すことにより、 お 

る 程度解決することができるのではないか。 

㏄ ) 良質な医師の 養成。 
8  繰り返し事故を 起こす医師等問題のあ る医師を排除するために、 医師の 

評価を行うことが 重要ではないか。 

9  日本では免許があ れば制約がなれが。 諸外国では、 専門的医療行為には 

資格や経験が 必須要件となっており、 外国の事例として 参考とすべきでほ 
ないか。 

9  政府が問題となる 医師の再教育などに 積極的に取り 組むことにより、 解決 

されるのではないか。 

(4) 医師の勤務体制について 
縁 高度な医療機関等においてほ、 医師の交代勤務が 行われないと、 患者 

安全が確保されない 

鎔 一方で。 例えば重症の 患者の診療にあ たる場合、 医師が交代勤務を 行 う 

と 、 治療の一貫性が 損なわれることがあ るのではないか。 また。 チーム 医 

れば、 患者から主治医が 交代して診療にあ たることは受け 入 

65) 医師 ど他藩橿 との役割分担について 
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8  医師とその他の 職種との役割分担を 考えなおす必要があ る 

か O 

(6) 幅広い診療能力を 持つ医師の養成について 
の 欧米は家庭医の 養成や資格が 制度化されている。 日本でも検討すべきで 

はないか。 

も へき地や離島などでほ、 診療所において 一人で診療を 行わなければなら 
ず、 ジェネラリストでないと 対応できない。 国としてジェネラリストを 整備して 

いくべきではないか。 

8  平成 16 年度から開始された 新しい臨床研修制度により、 あ る程度の解決 
が期待できるのではないか。 

け ) 女性医師の活用について 
8  女性医師の勤務実態等を 踏まえ、 より 能 を 発揮できる方策を 検討する 必 
要 があ るのでほないか。 

穣 医師過剰が本当に 弊害を伴うのか。 つまり医師が 過剰になると 

下 不必要な需要を 生む可能性 

下 医師の失業の 問題 

戸 数が増えることによる 質の低下 

が起こるのか。 医師過剰国の 事例を検討すべきではないか。 
ゅ 夜間等、 時間帯による 医師の不足の 実態を把握する 必要があ るのではな 

いか。 

0  国際的な数字のと ヒ 較に当たっては、 それぞれの国の 医療制度、 医療を取 

り巻く背景、 勤務実態を勘 酌 したうえで解釈する 必要があ るのではない 
か   

婁 いく っか のタイプの医療機関別に、 医療内容、 医療現場でのそれぞれの 対 
応等の客観的データを 基に検討する 必要があ るのでほないか。 また、 医師 
の働き方の個人差も 大きいので、 勤務医や女性医師の 勤務実態を踏まえ 
た医師需給推計が 必要なのではないか。 

韓 医療法の人員配置標準が 医療の実態に 合っていない 部分があ ることが。 

医師の需給についての 考え方を混乱させているのではないか。 
畠 卒後 3 年目以降の研修のあ り方が医師需給を 考える上で重要ではない 

点、   
"i  

彊 医師の需給 は " 数 だ時の間 題 でほなく。 医師の賈の琶 題 " 地域。 診療科 偏 
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在の問題。 他職種との関係の 在り方の問題等。 総合的に考える 必要があ 
るのではないか。 
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受けた医師に 対す 教育に関する 検討会」について 

] 検討会の目的 
平成 16 年 3 月に医道審議会医道分科会において 了承された方針に 基 
づき、 行政処分を受けた 医師に対する 再教育の具体的内容について 検討 
を打 ぅ 。 

2 主な検討事項 
(1) 医業停止処分を 受けた医師に 対する再教育の 具体的内容 

( 再教育の期間、 手法、 実施機関 ) 
(2) 海外の事例の 検討 
(3) 再教育の実効性を 担保するための 方策 
(4) その他必要な 事項 

8 検討会委員 ( ⑨は座長 ) 
口 地 息 観 烏帽子山彙福寿法主 
稲垣克巳 一般有識者 

金子 譲 東京歯科大学学長 
川端正清 同憂記念病院産婦人科部長 

⑥ 北島故轍 慶底 義塾大学医学部長 
小泉俊姉 佐賀大学医学部附属病院教授 
清水勇男 蒲田公証役場公証人 

水田市 羊せモ 九州大学病院長 
橋本信也 日本医師会常任理事 
堀江孝至 日本大学医学部長 
村田幸子 ジャーナリスト 

我妻 学 東京都立大学法学部教授 

4 検討の経緯 
第 「 回 「 0 月「 9 日 

。 行政処分の事例について 
・米国における 医師に対する 処分と再教育について 
第 2 回「「 月 io 日 

。 論点整理 ( 裏 ) について 

。 英国における 医師に対する 処分と再教育について 

第 3 回 っ 9 月 22 日 
。 報告書骨子 ( 案 ) について 

第 4 国 2 月三 2 
。 報告書 ( 菓 ) について 

第 5 。 回 こ罵き 0 ぎ 
  報告書取りまとめ 
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行政処分を受けた 医師に対する 再教育に関する 検討会 
報告書 ( 概要 ) 

工は じめに 
0 医道審議会医道分科会の 方針 ( 平成 f6 年 3 月 ) に基づき、 行政処分を受けた 医師に 

対する再教育の 具体的内容について 取りまとめたもの。 

0 行政処分を受けた 歯科医師に対しても、 同様の取組みが 講じられるべきであ ること。 

2 行政処分の現状と 問題点 
0 医業停止を受けた 医師 ( 彼処分者 ) は、 医業停止期間を 過ぎれば、 特段の条件なく 医 

業 に復帰することができること。 

0 しかし、 彼 処分者は職業倫理の 欠如や医療技術の 未熟さ等があ って、 行政処分のみ 

で は 反省や適正な 医業の実施が 期待できないとの 指摘があ ることから、 彼 処分者が反 

省し、 医業再開後に 適正な医業が 行われる よう にするための 具体的な過程を 整理する 

ことが必要。 

3 再教育の在り 方 
( め 再教育の目的 

0 国民に対し安心・ 安全な医療、 質の高い医療を 確保する観点から、 彼処分者の職 

業 倫理を高め、 併せて、 医療技術を再確認し、 能力と適性に 応じた医療を 提供す 

る 25 に促すこと。 

(2) 再教育の内容 

0 彼処分者ごとに、 職業倫理・医療技術のそれぞれについて 助言指導者 ( 後述 ) を 

選任すること。 

0 職業倫理に関する 再教育においては、 教育的講座の 受講、 社会奉仕活動等の 中 

から 各 彼処分者が組み 合わせて実施 ( 月 1 回程度、 助言指導者が 面接 ) 。 

0 行政処分の理由が 医療技術上の 問題と考えられる 場合には、 当該技術について 

評価を行い、 彼 処分者の能力と 適性に応じた、 医業再開の環境と 条件を検討する 

機会とすること。 

0 医業停止朝間が 長期にわたる 場合には、 医学知識の不足と 医療技術の低下を 補 

え ち ものとすること。 

( 目 再教育を受けるべき 対象者 

0 職業倫理に関する 再教育 ( 倫理研修 ) については、 職業倫理について 自ら省みる 

機会を提供するれ づ 観点から、 行政処分を受けた 者全てを対象。 

0 医療技術に関する 再教育 ( 技術研修 ) については、 原則として医療事故を 理由と 

した行政処分を 受けた医師及び 医業停止期間が 長期に及ぶ医師を 対象。 
宋 免許 取消 処分を受けた 者については、 将来的に免許の 再交付がなされる 場 

合に、 再教育を義務づけることが 適当。 
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( 在 ) 再教育の助言指導者 

0 彼 処分者の状況に 応じて適切な 指導、 助言を行 5 者 ( 助言指導者 ) の存在が重 

要。 

0 倫理研修における 助言指導者は、 必ずしも医師であ ることを要しないこと。 

0 技術研修における 助言指導者は、 彼処分者の医療技術を 評価する役割を 担 う た 

め、 当該分野において 専門的知識・ 技術を有する 医師であ ること。 

(5j 再教育の提供者 

0 再教育は、 助言指導者自身が 提供する場合もあ れば、 助言指導者とともに 作成す 

る 研修計画書に 基づき、 第三者が提供する 場合もあ ること。 

0 倫理研修の提供者は、 助言指導者自身の 他、 医療関係団体や、 社会奉仕団体、 

公益団体、 学校法人などが 想定できること。 

①技術研修の 提供者 は 、 助言指導者、 あ るいは当該医療分野において 実績をもつ 

医療機関な し も医師個人であ ること。 

0 再教育に係る 直接の費用 は 、 原則として、 再教育を受ける 者の負担とすることが 適 

当 と考えられること。 

(6) 再教育修了の 認定 
0 厚生労働省は、 研修実施報告書 ( 彼処分者が作成 ) 及び研修評価 書 ( 助言指導 

者が作成 ) を審査の上、 一定の評価基準を 踏まえ、 再教育の修了の 認定等の措 

置をとることが 考えられること。 

0 彼 処分者が再教育を 受けない等の 場合には、 必要な措置を 行 う べきであ ること。 

(7) 再教育の実効性を 担保する方法 
①医師法を改正して、 被 処分者に対して 再教育を義務付けることが 必要。 

(8) 国の役割 

0 医師法改正により、 再教育制度に 法的な根拠を 与えるとともに、 助言指導者の 養 
成等の環境整備を 行うこと。 

0 国に、 行政処分の根拠となる 事実関係について、 調査権 限に基づき調査を 行 うな 

ど 行政処分に係る 事務を担当する 全国的な専門組織を 設けることが 適当であ るこ 

と。 
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方等に関する 5 行政処分の在り 検討事項 

0 本 検討会と別つ 場で検討 目 ，るべきことてあ るが、 その際に役立つよ う 、 検討事項 

( 新たな行政処分の 類型の設置、 医療 事 監を理由とした 行政処分の在り 方、 再教育 

を 修了した者の 医籍への登録等 ) を 記二 したこと。 
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臨床研修の必修化につい㎡ 

1. 医師臨床研修の 必修化 

(1) 背景 
0 地域医療との 接点が少なく、 専門の診療科に 偏った研修が 行われ、 「 病 

気を謬 るが、 人を診ない」と 評されていた。 

0 多くの研修医について、 処遇が不十分で、 アルバイトせざるを 得ず 、 研 

修 に専念できない 状況であ った。 

0 出身大学やその 関連病院での 研修が中心で、 研修内容や研修成果の 評価 

が 十分に行われてこなかった。 

(2) 新医師臨床研修制度 
0 医師の臨床研修を 必修化し、 

① 医師としての 人格を滴養し 、 
② プライマリ。 ケアの基本的な 診療能力を修得するとともに、 
③ アルバイトせずに 研修に専念できる 環境を整備すること 

を 基本的な考え 方として、 制度を構築してきた。 

[ 医師の養成課程 ] 

l 8 才 24 才 2 6 才 

  

大 学 (6 年 ) 
  
  
  病院 (2 年 )       

基礎教育、 専門教育       臨床実習 輌       
    
      

ヤ 

国家試験 : 医師免許取得 

[ 従来の臨床研修制度 ] 

0 臨床研修は、 医師免許取得後 2 年以上行うよ う 努める ( 努力義務 ) 

0 研修医は約 1 3, 5 0 0 人 (2 学年分、 対象者数の 8 7%) 。 その 7 割 

が大学病院で、 3 割が臨床研修病院で 研修を実施 ( 平成 1 3 年度 ) 
0 研修医の 4 割程度が、 出身大学 (E 局 ) 関連の単一診療科によるスト 
レート方式により 研修を受けている。 
0 一方で、 幅広い診療能力が 身に付けられる 総合診療方式 ( スーパ一口 

一 テート ) による研修を 受けている研修医は 少ない。 

(3) 新制度実施までの 主な経緯 
OH@ 1@ 2.@ 1@ 2 改正医師法。 医療法の公布 (H1 6. 4 から施行 ) 

。 診療に従事しょうとする 医師は、 大学病院又は 臨床研修病院 
において。 2 手以上。 臨床研修を受けなければならない。 

OH  1 4. 1 2 臨床研修に関する 省令制定臨床研修病院の・ 指定基準 争 
、 Ⅰ -"" ， 。 目 ; - な - Ⅱ一一 医軒 臨床 " 取至 」 @ プ """" っ ; Ⅰ -l@ @, i"" Ⅰ 
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病院 鞠 。 研修医 鞠 

Ⅰ 臆独 。 管理型臨床研修病院 ( 大学病院を含む N   

  

    の 0 Ⅱ ，ほ ～ 1gg@ 末 

"-""-" 一ハの @  0 庫 ，㌧ - ク "- 99J フ杖   

ioo)} ・ -@ 4Q9@     

， ㎡ )() 味 ～ (), う冬 Ⅰ 床   
  
      

  
  

  
/()0@ ～ 999@   
  
" 研修医数についには、 厚生労働省 医 政局医事課調べの 数字であ る。 
ま / い 平成Ⅱ ね 年度の数字には、 精神科学科研修を 行う「 5 病院を含まない。 

( 単位・施設、 人 ) 
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スロ 10 万方 底師数ノノ 

Ⅹ 単独型又は管理型臨床研修病院 2 次医療圏を人口 10 万人対医師 ( 平成 数 15 別にれを医療規模と 年度比一般病院、 主病院 見なした。 ) として指定を ) に分類し、 受けている臨床研修病院及び それぞれの圏域における、 
単独型又 は 管理型相当大学病院に 在籍する研修医数を 表した。 



  修医 在籍 状 移 

    
李 
  

( 単位 : 人、 %) 

  
    研修 臼 数については、 各年度、 国家試験合格発表後の 厚生労働省 医 政局医事課調べの 数字であ る。 

        " マッチ結果については、 マッチンバ未参加者 ( 自治医科大学、 防衛医科大学校卒業生 等 ) を含んでいない。 




